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Abstract The present paper proposes future possible directions for research in psychological 
intervention to raise the level of psychological preparedness for (natural) disaster. 
Based on past literature, the research trends in psychological study on post-disaster 
problems was reviewed to provide information and explanation on several 
socio-psychological phenomena arising from acute stress caused by disasters. 
Along with classical explanations on these phenomena, the authors theoretically 
explained the situation under disaster stress. The low level of psychological 
help-seeking in post-disaster society was also raised as a question and considered 
from psychological perspectives of help-seeking behaviour, and possible directions 
for future intervention were discussed. 
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1. はじめに 
災害リスク管理やリスク教育を考える上で，被災

した人々が直面し得る問題について考えることは，
副次災害を予防する上では極めて重要な意味をもつ
と考えられる．特に精神医学領域の研究や実践が，
災害による被害に直面し，そのストレスに悩まされ
る人々を対象として実施してきた真摯な取り組みや
研究は，評価されるべきであると考える．ただし，
いわゆる心理的な取り組みについて考えるとき，特
にリスク管理の観点から考えると，災害が発生した
後に体験されるストレスや，そこからの回復を理解
し，問題を解決する上で，未だ多くの課題や限界を
抱えていると考えられる． 
一般的に，災害による被害を受けた人々が直面す

る問題に対する（臨床）心理的関心が高まるのは災
害が発生した後に，心理的な諸問題が現実的なもの
となってからであることが多い．しかし，リスク管  
†  名古屋大学（名古屋市千種区） 
††  ウェルテック(名古屋市昭和区) 
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理やリスク対策を行う上では，災害が現実ではなく，
まだリスクとして認識されている段階から，予防的
な知見も含めて被災した後の社会で表面化すること
が知られている多くの問題について考えることが求
められる．精神的な問題や，いわゆる心理的な問題
も同様の姿勢で接近が試みられることが期待される． 
 災害の被害者となった者が直面する精神的な問題
を事前教育によって抑制することができるかのよう
に捉える心理専門家も存在するが，既往研究では災
害に対する事前知識のみでは被災時のストレスを軽
減することが困難であることが指摘されている
（Faupel  &  Styles1））．また，被災時のストレスは，
ただ単に精神的な話だけを聞かせていれば軽減され
るほどに簡単なものではなく，被災者の属性に大き
く依存することや，できごとのとらえ方の訓練によ
ってはじめて軽減されることなども指摘されてきて
いる． 
リスク管理を行う観点から考えると，災害が発生

した後に，「心理的な」事態の事後解釈を加えること
に終始していても問題解決にはつながらない．たと
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2. 

えば，教育機関における暴行事件を無くすためには，
「心理的な」相談そのもの同様に，如何に心理的問
題を起こさせないかという点の議論が重要であろう．
従来，いわゆる心理専門家は，問題発生後に事後解
釈を加え，苦慮することに力を注いで来ているもの
の，（制度による制約が大きいことは認められるもの
の）問題を未然に防ぐような問題解決型発想からの
アプローチは極めて限定的なのではなかろうか．こ
のことはたとえば，教育機関における暴行事件など
への対応を見れば明らかであろう．そのような問題
を解決するために，あるいは被害に遭った時にでき
るだけ自力で問題解決できるようになるために，こ
れからの社会では「心理専門家」ではなく，まずは
自力での問題解決（自助）や，周囲と連携しての問
題解決（共助）が期待されると考える． 
 本論では，災害に巻き込まれた個人が抱える問題
を未然に防ぐため，あるいは最小限に抑えるために，
従来の行動科学の研究者が蓄積してきた実証的研究
をひもとき，その概要をまとめることを第一の目的
とする．次いで，精神的な自助・共助のために，ど
のような試みがとられるようになってきているかを
まとめ，今後の施策の参考となる情報をまとめるこ
とを目的とする．これらの議論を通して，行動科学
的研究が捉えた災害被害者の問題と，解決策として
の事前介入の試みを紹介し，その重要性について議
論する． 
 
被災社会・被災者研究 

 
 災害の被害を受けた人間がとる行動や，抱えやす
い心理的問題について論じる前に，まずは被災者の
心理や行動に関わる既往研究の大枠を整理しておき
たい．災害研究を，対象とする時間軸で累計した場
合，災害発生後の研究は全災害研究の中の 60％を占
めるとされる(1975 年当時の災害発生直後を扱う研
究を含む数値；Mileti, Drabek, & Haas2))．災害発生
直後の避難行動や群衆の行動などを扱う研究を除き，
災害発生後の個人や社会が復興に向けて動き始め，
そして復興していく過程に着目した研究は，全災害
研究の 26％にあたるとされる (同じく，1975 年同
時；Mileti,  et  al.  2))．本論では，この 26％の研究領
域に当たる災害からの衝撃がある程度落ち着き，
人々が復興に対して動き始めてから以降の研究領域
を扱う． 
古典的な研究例から考えると，被災者（社会）に

関わる研究としては，第二次世界大戦中に爆撃され
た街町の打撃と社会的な復興過程についての研究を

報告した Iklé3)は，災害発生後の社会的復興過程に特
化した研究の第一人者であると考えられる．より小
さな単位（個々人）での研究としては，第二次世界
大戦中の 1944 年に米国ボストンのココナッツ・グロ
ーブ・クラブで発生した火災の生存者の心理につい
て研究した Lindemann4)は，災害発生後の心理に関
する研究の第一人者である．特に Lindemann4)によ
る研究は，災害に巻き込まれた人々が抱えた精神的
問題について分析した古典的な研究として位置づけ
ることができる． 
災害研究の一角を構成する，被災者への臨床的介

入の領域では，災害を一種の短期的なストレス事象
としてとらえ，災害そのものではなく，個々の「で
きごと」に重点をおいて研究を進める特徴が指摘さ
れている（e.g., Barton5）; Norris, Friedman, Watson 
et al. 6)7)）．このような視点に基づいて考えると，た
とえば戦争であれば，戦争や紛争そのものが社会シ
ステムや個人にもたらす影響を「災害」と定義する
多くの領域とは異なり，臨床的介入の場面において
は，戦争における「爆撃」など，特定のできごとが
個人にストレスとして認識される過程に着目した介
入が試みられてきている．今日でも，災害という非
日常的状況，あるいは緊急状態にさらされた個々人
のストレスに迫る研究として，Post Traumatic Stress 
Disorder (PTSD)や Acute Stress Disorder（ASD）に
ついて扱う研究が大きな核を成している．災害によ
るストレスにさらされることで，普段の生活環境で
はさほど意識しない要素（ゴミ，犯罪や生活音など
の環境要因）が，被災者の精神に否定的な影響を及
ぼすことが，既往研究で明らかにされている（e.g., 
Norris & Uhl8））． 人々がどのようにしてストレスを
感じ，また，どのようにストレスに対処していくの
かについての研究は，災害発生後の心理を扱う研究
の中核的な主題として，極めて多くの報告が行われ
てきている． 
 

3. 災害後に生起する心理的問題 
 
 災害による被害を受けた個人は，巨大なストレス
と直面することになると考えられるが，感じられる
ストレスの程度には，数多のストレス同様に個人差
があることが確認されている．災害時のストレスと
人間との関係について，Staab, Fullerton, & Ursano9)

はモデルを提唱して説明している（図  1）．年齢や性
別，人種や婚姻状況などの個人要因や，心理的な成
長や原因推論の方法（e.g., 被害を自分のせいである
と考えるか，統制することができなかった被害であ
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ると考えるか）などが，ストレスによる悩みの程度
を左右する要因として指摘されている（それぞれの
要因の影響については後述する）． 
また，社会からの支援の有無や程度，ストレス事

象の深刻さなどが，ストレスを増幅させる要因とし
て想定されており，それぞれの要因を循環しながら
ストレスが増幅／抑制される過程が想定されている．
災害の被害に直面した個人への心理的介入の多くは，
図  1 における「生理的・心理的・社会的要因」に応
じて，「制御機能」の促進をさせることによってスト
レスを緩和させようとするものが多い．これらの試
みの中には，被災者との対話を重ねながら，たとえ
ば経験の解釈や意味づけについて考えさせるような，
認知行動療法的な試みも含まれる． 
 

生物的・心理的・社会的
要因

心理的な
制御機能

社会的要因

ストレッサー

年齢，性差，人種，婚姻，情緒的知能，
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情動喚起，できごとの意味付け，

原因推論，過去の経験

社会文化文脈，
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的
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Staab et al. 9）を基に筆者作成  
図

さて，災害状況における心的問題に関する の
既往研究について分析した
よると，災害事象が有する特徴と心的ストレスの関
連については， つの

3.1 災害

 個人が抱く災害ストレスの

  1. ストレスの増幅モデル 
 

155
Rubonis & Bickman10)に

3 傾向（関係性）が確認できる
とされる．それらは，(a)死傷者の数と心的ストレス
との正の相関関係，(b)災害発生後の経過時間と心的
ストレスの負の相関関係，(c)誘因の性質において，
統制感の低さと心的ストレスの正の相関である（自
然災害・抵統制感／産業災害・高統制感）．PTSD や
ASD をめぐっては，その介入方法（予防的なものも

含む）についての研究が実施されてきているものの，
災害類型に特有の心的ストレスの存在については，
近年まで研究が実施されてこなかったという指摘も
あり(e.g., Rubonis & Bickman10); Gray, Maguen, & 
Lidz11))，今後，災害事象固有の心理的諸問題への介
入の改善・開発が待たれるところである．これまで
の研究では，災害後に体験されるストレスと，スト
レスの感じやすさに影響する諸要因の抽出が試みら
れてきている．次節から，今日までに実施された研
究の中で指摘されている，災害後に体験されるスト
レスと，ストレスの感じやすさに影響する主要な要
因との関係について概観したい． 
 

ストレスと関連する主要な要因 
 

水準を予測する際に有
益な指標については様々な研究が行われてきている．
たとえば，災害時に抱かれるストレスの特徴として，
災害が発生する前から心的問題を抱える個人は，災
害後に高確率でストレスに悩む傾向が指摘されてい
る．たとえば災害発生前に確認された恐怖症，うつ
傾向，希死念慮といった症状は，被災することでそ
の症状や傾向が更に強くなることが知られている
(e.g., Asarnow, Glynn, & Pynoos12); Knight, Gatz, & 
Heller13); Warheit, Zimmerman, & Khoury14))．また，
個人の属性とストレスの関係について扱った研究で
は，災害後に，中年層がもっとも災害によるストレ
スを感じやすいことを指摘するもの (Norris,  et  al. 
6)7); Thompson, Norris, & Hanacek15))が見られる．た
だし，年齢によるストレスの影響については他の要
因との複合的な影響を指摘する研究も報告されてお
り，一概に年齢の高低によって，精神的な問題が生
じるわけではないとも考えられている．災害時に体
験されるストレスの程度をより的確に予測する要因
としては，他にもたとえば家庭環境や，社会経済ス
テータス（Socio‐Ecnomic  Status;  SES）と被災後に
受ける心的影響との関連を検証した既往研究におい
て，貧困層ほどストレスが高いことを指摘する研究
がある（Green, Korol, Grace,  et al. 16）; Kaniasty & 
Norris17); Lewin, Carr, & Webstar18); Norris, Perilla, 
Ibanez, et al.19)）．そこで，まずは家庭環境が災害後
に個人が抱くストレスの程度にもたらす影響につい
て扱った研究を概観し，次いで SES と災害時に体験
されるストレスとの関係を扱った研究について概観
したい． 
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3.1.1 

 災害後に個人がストレスから受ける影響の程度を，
個人の家庭環境の特徴から検証した研究では，たと
えば は，米国ウェスト・

3.1.2 

や，災害後の心的問題について，より直接
的な影響をもつと考えられる要因として，

3.1.3 

 性別と災害後に体験されるストレスとの関係を扱
う研究では，数多のストレス事象同様に，

3.1.4 

 災害発生後のストレス

家庭環境  
 

Green, et al. 16)による研究で
バージニア州のダム決壊災害を発端とする幼児の
PTSD 発症傾向は，親が示す PTSD 傾向や家庭の雰
囲気（i.e.  子どもによる状況の解釈）に大きく依存
したと指摘されている．しかし，幼児期の親子関係
の劣悪さがもたらす影響については，一般的に，薬
物依存傾向がやや強くなる傾向が報告されるにとど
まり（e.g., Hiley‐Young, Blake, Abueg, et al. 20）），特
に顕著な影響は確認されていない（Green  et  al. 16）; 
McCranie, Hyer, Boudewyns, et al. 21)）．既往研究を
概観すると，幼少期の親子関係や養育環境は，PTSD
の直接的な予測因ではなく，あくまで年齢や他の要
因と関係しながら，複合的に PTSD への脆弱さを高
める間接的要因として位置づけることができよう．  
 

社会経済ステータス(SES) 
 

PTSD
年収・職

業・学歴・住居形態など，資本主義社会において個
人が示す社会階層・経済階層の指標である，社会経
済ステータス（SES）が挙げられる．一般的に，SES
が低い者ほど，災害後に高い水準でストレスを体験
しやすい傾向が知られており，幅広い災害事象にお
いて SESとストレスとの関係が検証されてきている． 
たとえば， SES は，航空機事故 (e.g.,  Epstein, 

Fullerton, & Ursano22))，地震(e.g., Lewin et al. 18))，
水害 (e.g.,  Ginexi,  Weihs,  Simmens,  et  al.  23))など
様々な災害において共通して影響をもたらしており，
災害後のストレス反応の予測に有益な社会的指標で
あると考えられている．もともと，地域における経

済的な余地が限定的であることは，資本主義社会に
おいて復興の際により多くの難に直面することは想
像に易く，貧困層ほどより多くのストレスに直面せ
ざるを得なくなる可能性の高さにも起因するもので
あると考えることもできる． 
 

性別 
 

男性より
も女性が災害によるストレスの影響をうけやすいと
する研究報告も多数存在する(Wolfe & Kimerling24); 
Rivers25);  Myers,  Weissman,  Tischler,  et  al.  26); 
Breslau, Davis, & Anderski27); Morrow & Phillips28); 
Fullerton, Ursano, Vance, et al. 29))．男性よりも女性
が災害によるストレスの影響を受けやすい原因とし
て，男性よりも女性が家庭状況を懸念する傾向
(Yilmaz30))や，女性は男性よりも他者へ積極的な援
助を提供する傾向(Solomon, Smith, Robins, et al. 31))
などが知られている．性別と災害後の PTSD に関す
る既往研究をレビューした Norris et al. 6)7)によれば，
性差について検討した 49 の既往研究の内，94％の研
究は統計的に有意な性差の影響を確認しているとさ
れる． 
 

文化・人種・職業  
 

知覚については他にも，文
化 ・ 人 種 に よ っ て 生 じ る ス ト レ ス 知 覚 の 差
(Davenport  &  Yurich32);  Chia,  Wuensch,  & 
Childers33); Norris et al., 6)7))が挙げられる．米国にお
ける少数集団の女性が最も災害に起因するストレス
に脆弱であったとする研究 (Morrow  &  Enaeson34))
なども報告されている．また，近年では救助・援助
活動に携わった人々の心的ストレス (Ursano, 

解決策の
検討

コーピング策の
決定・実行

図  2. ストレス事象の問題解決フレーム 

ストレス事象への
意識

問題の
解釈

問題の解釈

援助資源利用経験

外部からの情報

援助の申し入れ

問題の解決
スキーマ

・援助資源に関する知識
・援助資源の有無
・援助の有効性
・援助を受ける心理的コスト
・問題解決の責任帰属

援助資源利用方略
・何もしない
・自分で解決する
・非公式な援助を利用
・公式な援助を利用
・複数の方略を使用援助提供する機会

ソーシャル・サポート

解決策の検討過程

Staab et al. 9) を基に作成
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4. 被災者

災害後，心理的ストレスを感じた個人への介入や，
被災者による心理的介入の

McCarroll, &  Fullerton35); Dunning36); Hodgkinson 
& Shepard37); Fullerton et al. 29);松井・立脇・髙橋 38))
や，ジャーナリストのストレス(e.g., 松井 39))など，
職業特性による災害時のストレスの高低も問題視さ
れ，研究が進められるようになっている． 
 本章で扱った諸要因は，既往研究において，災害
後に体験されるストレスやストレスの感じやすさに
影響することが想定されているものである．無論，
他の要因による影響も想定されるが，家庭環境，社
会経済ステータス（SES），性別，文化・人種・職業
といった個人をとりまく諸要因の特徴に着目するこ
とは，災害後に個人が抱くストレスを予測する上で
有益な判断材料となると考えられる．次章では，災
害後にストレスを抱いた個人の心理的健康や，心理
的健康を改善するための援助・支援要請をめぐる諸
問題に関する既往研究について概観しながら，災害
後の心理問題に関する知見をまとめたい． 
 

の精神的健康の維持方法に着目した研
究 
 
 

希望表明は，問題解決へ
向けた有効な方法であると考えられる．しかし，支
援が必要なときに支援の要請ができる人と，支援の
要請に対して大きな抵抗を感じる人とがいることは，
災害による被害を受けた個人への支援的介入を考え
る上で忘れてはならない点である．一般的に，心理
的な問題を抱えた個人や，被災者への心理的介入を
扱う研究は，被災時に物理的な支援よりも心理的な
支援が希求される傾向が強いとされる欧米文化圏
（ e.g.,  Green40 ） ;  Perry,  198341);  Rubonis  & 
Bickman10); Satel42)）において多数の報告が行われて
いる． 
災害後，どのような要因が個人に援助を求める行

動（援助要請行動）を生起させるかについて，Yates, 
Axsom,  Bickman,  et  al.  43)はモデルを提唱している
（図  2）．このモデルは，問題解決方略の決定・実行
までの各過程を一種の情報処理様式（以下，スキー
ム）としてとらえ，（1）ストレス事象への認識→（2）
問題の解釈→（3）解決策の検討→（4）コーピング
策の決定・実行という 4 段階によって説明するもの
である．このような過程をたどるため，災害ストレ
スという極度のストレスに直面した個人が取り得る
対応様式には，（少なくとも無意識な行動であれば）
「災害時特有のもの」は含まれず，日常的に示され
るストレス事象への対応がそのまま踏襲されると考

えられている．したがって，災害が発生したことに
よってカウンセリングの需要は高まるかも知れない
が，実際の（自発的な）カウンセリング使用を躊躇
する人も多く存在すると考えられる．たとえば，米
国における小銃乱射事件後の心理専門家への相談率
は，対象者の内 50％程度であったとする報告がある
（代わりに， 94％は同僚に相談したとされる；
Jenkins44））． 
 被災者が心理相談を利用することについて，人々
が抱く態度を扱った研究として，Yates45)による実験
が挙げられる．実験では，被災者の体験談を刺激と
して読まされた実験参加者は，身体的な脅威や
（PTSD を訴えるほどの）相当に大きな打撃を受け
ない限り，心理相談利用に対して消極的（否定的）
な意見を示したと報告されている．このような現象
の背景には，図  2 のモデルにおける「スキーマ」に
おいて，心理相談を利用するという過程がそもそも
想定されていないため，災害が発生した時も，心理
相談は利用されにくい傾向として現れているものと
考えることができる．この問題については，災害対
策としてではなく，より日常的なリスク・マネジメ
ントの一環として心理相談という選択肢を浸透させ
るような努力が求められていると考えられる（そも
そも，平時より心理相談の利用率は決して高くはな
いことが報告されている．e.g., Gourash46）; Wills & 
DePaulo47)）．事実，災害時の心理相談利用状況につ
いての研究を概観しても，災害が発生した後に近所
や友人・親族への援助は求めるものの，心理専門家
に対する支援要請は減少する傾向が報告されている．
また，自然災害後にも，心理相談利用件数は少数で
あることが Yates et al.  43)によって報告されている． 
 少なくとも既往研究に基づいて考えるのであれば，
心理相談に対する一般的な印象や，心理相談のあり
方自体に変化の工夫を凝らすことなく，真の意味で
の問題解決やリスク管理は困難であると考えられる．
心理相談については，それを生業としようとする者
は，人々の問題解決スキーマに取り入れられるため
に，日頃からより身近な存在として活動域を広げる
こと，より広い視点で社会問題を捉え，積極的に問
題を共有するような姿勢・教育が求められると言え
よう．同時に，被災ポテンシャルを持つ人々に対し
ては，特に心理相談のみを利用するのではなく，実
際は多くの被災者が身近な相談相手に相談すること
でストレスを管理している実態などを伝え，まずは
身近な相談相手に相談するようなスキーマを準備さ
せるような事前教育が求められるといえよう． 
 また，災害の特徴として，個人の努力によって統
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5. 

 これまでにも述べてきたとおり，いわゆる「臨床
心理」と

制可能な部分が著しく限られる状況も想定できるた
め，他者に相談することについて汚名を感じさせな
いような介入方法が期待される．社会的（地域）連
携などを使用した災害からの心理的復興についての
有効性は，これまでの研究でも疑いようがない．周
囲からの支援(social support)についての研究動向を
まとめたHogan, Linden, & Najarian48)も指摘してい
るように，結果的に初期介入を地域住民や親族（ま
たは，そのような人々に相談するというスキーマ）
がストレス緩和には極めて大きな役割を担うと考え
られる．結果的に，当初からいわゆる専門家に期待
するのではなく，まずは身近なところに相談可能な
窓口を多く持たせたり，意識させたりすることの方
が，より確実なストレス緩和効果が期待できると考
えられる． 
 

心理的災害耐性 
 

呼ばれる活動は，自然災害に関わらず災害
発生後にその活動源を見出す傾向があり（e.g., いじ
めに対しては予防ではなく，ある程度以上，実際に
事件になってから動く），また，平素から利用されに
くい現状があることも，前節で概観したとおりであ
る．このように，災害発生後に相談者を待ち構える
ような方法は，極めて遠眼的にとらえれば災害対策
の一環として考えることもできるが，既に発生した
悲劇について取り扱うことを前提としているという
点において，一時災害予防の観点から考えると，悲
劇の直接的な抑制力は限定的なものである．また，
事前の知識の有無に関わらず，災害が発生した際に
は極度のストレスを体験することが報告されている
ことから考えても，たとえばストレスに直面した
人々の反応や対応策を紹介する程度の事前教育のみ
を以って被害ポテンシャルを持つ者の心理的耐性を
高めようとすることは困難であると考えられる．よ
り生産的で現実的な予防的介入方法として，近年で
は行動科学的知見から，災害対策行動を促進させる
ことの必要性が指摘されてきている．ストレスを受
けることを前提として，災害発生時にストレスによ
る影響をできるだけ抑制することを目的とした介入
が期待される．そのような活動において注目されて
いる取り組みのためのフレームワークのひとつが，
心 理 的 災 害 耐 性 (psychological  preparedness; 
Morrissey & Reser49)50))である． 
 心理的災害耐性とは簡潔には，「まさか」の災害と
いう捉え方から，「来るべき」災害へと，人々の認識

を変化させるような介入のあり方や，心の持ち方を
指す．心理的災害耐性は，豪州心理学会（Australian 
Psychological Society; APS）が推奨している新しい
介入方法である．これまでの研究で，自然災害への
対策において，避けることが困難である悲劇につい
て知らされたときに市民が抱く拒絶感や，無力感を
如何に理解し，統制するかという点にある． 
災害対策を促進する上で留意が求められる点とし

て，これまでの研究や取り組みから指摘されている
事項としては，たとえば，災害対策を実施する際に
抱かれる，災害というできごとに対する統制感の欠
落，無気力感，焦りや非現実的な楽観主義などが相
まって，災害対策行動は実施されにくくなることが
警告されている（APS51)）．このような精神状態にお
かれた個人は，災害による被害を諦めたり，リスク
に対して無頓着になったりする傾向が指摘されてい
る．これらの指摘から考えると，市民に災害対策を
行わせれば良いという話ではなく，できるだけその
因果や効果などについて考えさせながら実施させる
ことが肝要であるといえよう． 
また，不安や恐怖にかられた状態では，規範や価

値観に基づく行動ではなく，単に不快な感情を排除
することを目的とした，盲目的な追従が生じやすい
ことも警告されている（APS51)）．不快な状態を避け
るための災害対策行動は，単眼的に捉えれば効果的
なものであったとしても，持続的に災害対策に取り
組ませることを狙う上では，あまり好ましいもので
はないであろう． 
そして，恐らくもっとも一般的であるのは，災害

が他人ごとであるかのような解釈を下してしまう傾
向であろう．APS51)も指摘しているように，災害が
非現実的なものであるという感覚や，災害による被
害を想像しにくいという感覚からは，現実的な対策
の立案すら進まないという結果が想定されている．
災害が発生した後の状況を想像する訓練や，図上演
習などを通して，災害をできるだけ現実的なものと
して捉えるような訓練が期待される．ただし，忘れ
られてはならない点として，安全さの錯覚としてま
とめられている，「情報だけでは何もかわらないこと
の軽視」について，災害対策行動を促進する側も，
肝に命じておく必要があると考える． 
上のような特徴をもつ市民に対する事前介入とし

て，たとえば自分で情報を収集し，自分で考えて行
動させることが有益であると考えられている．自分
たちで情報を集め，行動する上で指標となる考え方
として，AIM と呼ばれる指標が用意されている．
AIM とは，Anticipate(予期 )， Identify（特定），
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6. 

街や社会に，災害に対する「脆弱性」という概念
があることに

Management（管理）の頭文字をとった名称である．
AIM は，突如の自然災害発生時に，驚愕から身動き
できなくなったり，石化したりすることを避けるた
めに日常から記憶されるべき対応として位置づけら
れる．まず，予期とは，ストレスをもたらしそうな
要因を想定したり，その後の状況を想像したりする
ことを通して，自分たちなりの改善策を検討するこ
とを指す．特定とは，極度の恐怖にさらされた状況
で生じる身体的な反応を予期し，どのようにすれば
それらの症状を緩和可能であるかを想像し，そのた
めの準備を行うことを指す．これらを日常から意識
することによって，(a)発生するであろう状況を事前
に想像することをとおして，実際に災害が発生した
時の心理的衝撃を緩和し，(b)自分の身体的な特徴を
理解することによって，クラシスを極力無難に乗り
越え，(c)更には可能な限り生産的な思考や方法で事
態に臨むことが期待される(APS51))． 

AIM のような枠組みを適用した災害対策教育は
既に一部で実施されている（ e.g.,  Morrissey  & 
Reser50））．これまでに実施されている試みとしては，
個人がストレス要因を特定し，対応し，自己管理す
る過程を理論的に説明する認知行動療法の一理論で
あるストレス免疫理論 (stress  inoculation  theory; 
SIT, e.g., Meichenbaum & Deffenbacher52))を適用し
た教育によって，事前に問題解決スキーマ(schema)
を整えることを目的とした防災教育が実施されてい
る（Morrissey & Reser50））．AIM を適用した教育の
特徴として，災害時の状況を想定する際に，遭遇す
るであろう問題と，平素のであればそのような問題
にどのように対応しようとするかを考えるように促
している点が挙げられる．すなわち，上述の問題解
決スキーマを意識的に用意させることを意味してお
り，緊急時「専用」の思考方法を用意させるのでは
なく，日常的な問題解決スキーマを援用しながら緊
急時にも適用できるような思考スキーマの構築の重
要さを意味する． 
 また，AIM のような取り組みにおいては，動悸が
激しくなったり，極度の頭痛に襲われたりするとい
った，ストレス下における人間の生理的な反応を紹
介し，それらの反応に伴って生じる心理的反応（効
力感の低下，恐怖感など）を併せて紹介することを
通して，自らが極度な不安状態にあることを意識さ
せ，冷静に事態を捉えるための思考訓練も実施され
る．自然ハザードに関する知識も重要であるが，自
然災害に直面した人間の心理や行動特性を事前に教
育することによって，少なくともより準備が整って
おり，問題に対して冷静な対応をとることが可能に

なると考えられている．これらの試みは，情報や知
識の面から事前に住民を教育する試みである．この
ような取り組みに加えて，災害による被害を受けた
個人が立ち直るために必要な要因をめぐって，あた
らしい視点からの研究が始められ，過去 10年ほどの
間に極めて多くの関心を集めるようになってきてい
る．次節では，災害による被害の受け止め方に大き
く影響すると考えられている心理的な要因として，
「レジリエンス」に着目したい． 
 

レジリエンス（resilience） 
 

類似して，人間についても，災害事象
への耐性や回復力を指す，「脆弱性」という概念が想
定されている．心理学的研究では，個々人がもつ災
害事象への脆弱性を，レジリエンス（resilience）と
呼び，研究が進められている．レジリエンスについ
ての研究は今日で半世紀ほどの歴史をもち，レジリ
エンスを高めることによって，災害後のストレスへ
の抵抗（力），復帰，経験の肯定などがスムースに進
みやすくなることが理論的に説明されるようになっ
てきている．それらの研究の詳細は他稿で扱い，本
稿ではレジリエンスの概要についてまとめたい． 
そもそもレジリエンスとは，Oxford  English 

Dictionary  (OED53))によると“The quality or  fact of 
being  able  to  recover  quickly  or  easily  from,  or 
resist being affected by, a misfortune, shock, illness, 
etc. robustness, adaptability”と説明される．すなわ
ち，災難から回復する早さや能力を指す単語である
といえよう．また，より専門的には「一旦失敗が起
こってしまった時に失敗からいかに迅速に回復する
（立ち直る）かを表すシステム評価の指標」として
定義されることもある．ほかにも幾通りかに定義さ
れており(Appendix)，たとえば Timmerman54)によ
る定義では， 「災害の打撃を吸収し， 回復するた
めにシステムが持つ力」 と定義される．他の定義で
は，「（社会）システムが以下に迅速に復旧するか」
を指す概念 (Mileti2))である (for  references,  see 
Manyena55); Birkmann56）)． 
 レジリエンスは様々に定義されるが(Appendix)，
最も広く換言するのであれば，「災害からの復興力」
と表すことも可能であろう．たとえば，Morrissey & 
Reser50)が実施したような，AIM に基づく台風リス
クに対する事前の心理教育を通して災害に対する心
理的レジリエンスを向上させるような試みは， 自然
災害対策を実施する上で市民が直面する心理的葛藤
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7. 

 近年（ 世紀に入ってから）の様々な領域におけ
る研究動向の特徴として，災害発生後の諸問題に着
目した研究が

を軽減するための情報や手法を提供するものである
と考えられる．特に，災害後に発生するであろう問
題を自ら予期させ，問題を特定させた上で管理（対
策）方法を具体的に想定させるような災害リスクの
事前教育の効果は，災害対策を考える上で，決して
小さいものではないであろう． 
 上述のように，災害が襲ってくる事実やメカニズ
ムを教育することも重要であるが，レジリエンスを
高めるためには災害が発生したときに想定される困
難や問題，状況を併せて考えさせるような災害教育
も求められるといえよう．そして，このレジリエン
スを強めることが，「防災」のひとつのあたらしいか
たちであり，目標として今後注目されると考えられ
る(e.g.,  Manyena55))．従来のように災害の発生過程
や誘因について理解することはもちろん，本稿でこ
れまでまとめたような心理的特性や，心理的災害耐
性を個々人に教育することに加えて，災害を防ぐの
ではなく，被害を想定した上で，社会基盤と心理的
な両側面から耐久力と回復力を養うという価値観に
基づく（レジリエンスに注目した）試みは，ひとつ
のあたらしい災害対策のかたちといえるであろう．
レジリエンスに着目し，人間の可能性や，問題解決
力を育むような介入方法は，災害の文脈以外の研究
や実践でも注目されている．たとえば近年のポジテ
ィブ心理学(positive  psychology)においても，個人
が困難や課題を克服するために生来もっている力と
してレジリエンスに着目した人間性教育が重視され
ている．災害リスク教育においても，個人が災害と
いう巨大な困難から自らを守り，回復するための能
力を育む必要性について考えた場合，レジリエンス
のもつ意味合いは極めて重要なものになると考えら
れる． 
 

まとめ 
 

21

盛んに実施されている．同時多発テロ
事件とハリケーン・カトリーナという性質がそれぞ
れ異なる 2 つの巨大な災害の発生も相まって，被災
者や関係者の心理的問題を扱う研究数が大幅に増加
している．このような研究数の増加は決して，災害
を研究関心の中核に据える研究者の多さや，その増
加を物語るものではなく，社会問題化した災害とい
う事象に対する論文数が増加している傾向を表すも
のであると考えられる．したがって，研究数だけを
見れば，「災害ブーム」といえるような現象が発生し

ているといえよう．たとえば，主要な論文データベ
ースで「ハリケーン・カトリーナ」というキーワー
ドと「PTSD」や「ASD」，あるいは「復興」などの
キーワードを合わせて検索すれば，2005 年以降に発
表された大量の文献が検出される．これらの文献は，
災害によって様々な社会の脆弱性が露呈した米国南
部における問題を精査したものであり，日本におい
て大規模災害が発生したときに想定され得る問題を
扱うものも多く含まれる． 
 過去の災害事例に基づく研究から，将来的に想定
される問題の様相を理解する上では，これらの研究
が精査される必要があると考える．本稿では紙面の
都合から割愛したが，ハリケーン・カトリーナ発生
後の心理問題を扱う 100 余件の文献の特徴を分析し
ても，扱われる心理的問題の原因には幾つかの類型
に分けることが可能である（e.g., 人種，性別，年齢，
地域文化，社会経済格差など）．たとえば，現在の日
本において人種や経済格差の問題は，米国をはじめ
とする諸外国ほどに現実的な問題ではないと考えら
れるが，増加する留学生や外国人労働者の実態や，
不安定な経済状況を考えると，今後の災害対策を検
討する上では重要な知識として，より多くの場面で
紹介される必要があると考える． 
 さて，災害について，西洋的な思想では時間軸に
始点と終点があり，ひとつの災害には終りがあるも
のの，東洋的な思想では災害を循環するものとして
捉 え る 思 想 が あ る と さ れ る (e.g.,  Galtung57); 
Vatsayan58);  Jigyasu59))．このことは，たとえば永松
60)が指摘する災害のサイクルモデルとも類似した考
えであるといえよう．災害が循環するものであると
いう視点に立ち，過去の事例を次の予防に繋げるよ
うな，換言すれば「臨床」的な事例報告のみならず，
個々の事例を紡ぎあわせながら，次の災害の（心理
的な）衝撃を少しでも緩和させるような事前介入の
方法，すなわち，問題解決を促進するようなアプロ
ーチや方法の模索が，災害発生後の被害者の心理を
扱う研究においては必要であると考える． 
 最後に，本論で扱った内容から生じる限界につい
てあらためて記しておきたい．本稿で扱わなかった
避難所における生活の問題や，被災者が抱く心理的
時間をめぐる研究など，被災社会や被災地を扱う心
理学的研究は，基礎的な研究から応用的な研究まで，
近年多数行われており，本論がそのすべてを網羅し
ていないことを併記しておく．災害による被害は，
社会にとっても個人にとってもリスク事象であり，
このリスクを如何に的確に認識し，備えさせるかが，
リスク管理の視点から考えると極めて大きな意味を
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本稿は， 年度， 年度，および 年度
に

 著者は，著者間で利益相反関係にも，従属関係に
もなく，

持つと考える．真の意味での心理的側面からの災害
リスク管理とは，被災後ではなく，被災前から，災
害による被害が発生する過程と共に個々人が実行可
能な予防策を考えさせ，また，不慮の事態における
行動特性を知らせることにあると考える． 
災害が発生すると，人々が直面する精神的な問題

（PTSD や ASD）に対する関心が高まり，いわゆる
「臨床的」な介入の必要性や「心理的な問題解決」
の有効性を妄信する傾向が一般的に観測される．他
方，行動科学な研究もこれまでに，被災者が直面し
うる諸問題について多くの特徴や過程を説明してき
ており，これらの知見は，災害リスク教育において
大きな資料を提供するものであると考えられる．本
論で概要をまとめたように，災害後にご後人が体験
するストレスの程度は，いくつかの指標に基くこと
によって災害発生前からある程度予測可能であるこ
とが指摘されている．災害発生後に「心理専門家」
に委ねるのではなく，災害発生前から，これらの特
性を伝え，自衛や「自助」に向けたトレーニングを
供することが求められる．また，地域や家族，友人
や知人は，専門家よりも互いの環境を熟知して，的
確な支援を提供するポテンシャルが高いことから，
地域として「共助」することができるような体制を
整えることによって災害後のストレスを最小限に抑
えるような試みがますます重要になるといえよう．
このことは，リスク対策を考える上では，専門家に
任せ，期待するよりもはるかに現実的で，有効な試
みであると考えられる． 
災害リスク対策の基本的な施策において，自助・

共助という概念が重要視されるようになって久しい．
災害リスク対策において自助力や共助力が求められ
る昨今では，災害発生時に自らが直面する身体的・
心理的・物理的環境に関する事前教育のみならず，
自らがもっている可能性や能力に気付かせるような
教育が期待されると考える．真に災害に強い社会基
盤を構築するためには，社会を構成する個々人に対
して，レジリエンスに代表されるような，人間が本
来持っているポジティブな可能性を育みながら，災
害が発生した場合に生じる諸問題について事前に教
育するような，あたらしい努力が求められていると
考える． 
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定義者 レジリエンスの定義

Appendix 既往研究におけるレジリエンスの定義 

Wildavsky 60) Resilience is the capacity to cope with unanticipated dangers after
they have become manifest, learning to bounce back.

Mileti 2)

Mileti 2)

Local resiliencywith regard todisastersmeansthat a localeisabletowithstand
an extremenatural event without sufferingdevastating losses, damage, dimin-
ished productivity, or quality of life without a large amount of assistance from
outside the community.

Communityresilienceistheabilityofacommunitytonotonlydealwithadversity
but in doing so reach a high level of functioning.

Paton,  Smith,  & Violanti 63) The ability of an actor to cope with or adapt to hazard stress.

Paton, Smith, & Johnston 64)
Aperson, society, ecosystem, or a city is resilient in the face of shock or stress
when it returns tonormal (i.e.equilibrium)rapidlyafterward or at least doesnot
easily get pushed into a new alternative equilibrium.

Timmerman 53) Resilience is the measure of a system’s or part of the system’s capacity to
absorb and recover from occurrence of a hazardous event.

この他の定義については，Manyena 54), Birkmann 55)も参照されたい

Buckle 61) The capacity that people or groups maypossess to withstand or recover from
emergencies and which can stand as a counterbalance to vulnerability.

Qualities of people, communities, agencies, infrastructure that reduce vulner-
ability. Not just the absence of vulnerability rather the capacity to 1) prevent,
mitigate losses and then if damage occurs 2) to maintain normal livingcondi-
tions and to 3) manage recovery from the impact.

Buckle, Marsh, & Smale 62)

It is the capacity, in the first place, to prevent or mitigate losses and then,
secondly, if damage does occur to maintain normal livingconditions as far as
possible, and thirdly, to manage recovery from the impact.

Buckle et al. 62)
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